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安保法制の発動を中止することに関する意見書の提出について 

安保法制の発動を中止することに関する意見書を別紙のとおり、富士見市議会会議

規則第１３条の規定により提出します。 

 

 

平成２８年１０月６日提出 

 

 

富士見市議会議長 津 波 信 子 様 

 

 

提出者  富士見市議会議員 大 谷 順 子 

 

賛成者    同     根 岸   操 
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提 案 理 由 

日本を海外で戦争する国にしないよう、安保法制の発動を中止することに関する意見

書を地方自治法第９９条の規定に基づき政府に対して提出するため、この案を提出しま

す。



 

安保法制の発動を中止することに関する意見書 

 

昨年９月１９日に成立し、今年３月に施行した安保法制の発動が強く危惧されてい

る。内戦状態が続く南スーダンのＰＫＯ（国連平和維持活動）に、１１月にも青森の

陸上自衛隊の部隊が派遣され、安保法制に基づいて「駆けつけ警護」などの新たな任

務を担うとされている。襲撃された他国軍などを救出するため武器を使用する等、戦

闘行為そのものとなっていく可能性が限りなく増大する。戦争放棄と戦力不保持、交

戦権の否認を定めている憲法第９条に明らかに違反すると言わなければならない。 

よって、富士見市議会は、政府に対し、自衛隊員の「戦死」、自衛隊員の発砲によ

る現地住民の死亡を引き起こす安保法制の発動を中止し、紛争地域への貢献は憲法第

９条の立場に立った人道支援、民生支援に徹するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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